
新S N A完全体系の-解釈

山 下

新SNA体系を理解するにほ, United Nations

[4】Table 2.1 (新SNA完全体系)の意味を知

ることが不可欠である｡行列形式で88行, 88列

から成る,一見したところ数字の羅列にすぎぬ

この表ほ,多様な情報を含んでいる｡本稿の目

的ほこの完全体系の意味を明らかにすることで

あるが,まず第Ⅰ部において,部門分割をしな

いUnited Nations [4】, Table 1.6 をとりあ

げ,第Ⅱ部で完全体系を考察する｡

Ⅰ･統合型新S N A体系

United Nations [4】, Table 1.6の数値を記

号に置きかえて示すと,下の表1のようにな

る｡太枠で囲まれた内側のマトリックスほフロ

ー勘定体系であり,これをとり囲む外側部分は

ストック勘定(期首･期末貸借対照表)と調整

勘定(再評価勘定)から成っている｡まずフロ

ー勘定部分(第3行-第12行,第3列-第12列)
から見て行くことにする｡

1.1 生 産 勘 定

第3,4行,第3,4列ほ生産勘定をあらわし

ている｡生産活動ほ大きく分けて商品1)の生産

活動と,非商品すなわち政府サービス,民間サ

-ビス(対家計民間非営利サ-ビス,家事サー

ビス)の生産活動とに類別することができる｡

1)商品:生産費用をカバーし得る価格を付して市

場で販売することが通常の目的である財貨･サ

ービスo (経済企画庁経済研究所国民所得部
[1, p. 78, p. 84】【2,p. 19】, United Nations

[4, p. 231】)

正 毅

そこで,商品(および非商品)の生産活動が明

示されるように,生産勘定ほ,商品勘定と活動

勘定の二つから構成されている｡第3行,第3

列が商品勘定,第4行,第4列が活動勘定であ

る｡伝統的勘定形式による商品勘定と活動勘定

を,下に表2,表3として掲げる｡

(1)商品勘定

商品勘定の借方(第3列)にほ,国内領域2)

における商品の調達が,国内の生産活動によっ

て供給されるものと海外から輸入されるものの

両方を含めて提示されている｡ Qほ国内生産に

よる商品の供給であり間接税を含む価額,正確

にいうと間接税一補助金すなわち商品税を含む

価額表示である｡ Mほ海外から国民経済への

商品の供給,つまり輸入となっている｡ TMほ

関税等輸入関連税である｡貸方(第3行)ほ,

調達されたこれらの商品の処分形態(使途)を

示している｡ Ⅹは商品生産および非営利サービ

ス生産活動への商品の投入である｡これらの生

産活動でほ,商品投入Ⅹによって何らかの財

貨･サービスが産出されるわけであるから, 潔

2)国内領域とは,海外領土や海外所有地を除外し
たその国の政治的･地理的国境線内の領域に,

(i)完全にまたは部分的に当該国の居住者が, (2

国以上の)多国間を運航する船舶や航空磯,

(ii)完全にまたは部分的に当該国の居住者が,

公海･公的水域において操業･運営し,あるい

は国際協約･国際的布告にもとづき当該国が独

占的開発権を有する領域で採堀･採顧に従事す

る,漁船,石油･天然ガス掘削設備,浮遊施
設, (iii)海外に設置された当該国の大使館,領

事館,軍事施設,をつけ加えたものである｡
(United Nations [4, p. 232】)
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表1 統 合 型 新 S N A 体 系

期首負債 生産勘定 消費勘定 蓄積勘定 海外勘定 再評価勘定
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価 塵価 産

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 ll 12 13 14 15 16

期首資産
金融資産 1 FO Lao

純有形資産 2 Rβ (AO)

生産勘定

商品 3 X CH Iv IF E

活動 4 Q CⅣ

消費勘定

目的別消費 5 C
I

所得.支出 6 TM Ⅴ -D
Yar

蓄積勘定

在庫品増加 7 Iv

総固定資本形成 8 IF

金融資産純増 9 AF ALa

資本調達 10 Lo Ⅳo S 皿 AWL AVN L1 Ⅳ】

海外勘定
経常取引 ll 〟 'cdGCdH 'yap (α)

資本取引 12 FaO β〃■ AFq β AVEaAVB Fa1 β1

再評価勘定

金融資産再評価13 AVF AVLa

耗有形資産再評価14 AVR (A唱)

期末資産

金融資産 15 F1 Lla

純有形資産 16 R1 (A')

(united Nations [4] Table 1.6の数値を記号におきかえて作成o一部字句修正o)
ヽ

x
:商品の中間投入 CH:家計の商品消費 CN:政府消費

zv :在庫品増加 ZF:総固定資本形成 E : (商品の海外-の)輸出

Q :商品の産出
C :消費(国民消費) CdG‥政府の海外からの直接購入

can:家計の海外における直接消費(純額) (CdH…国内家計の海外における直接消費(Cap)一海外

家計の国内における直接消費(Car))

TM:関税,輸入関連税
1㌔γ:海外からの要素所得･経常移転の受取
D :固定資本減耗引当
ALa:対外負債純増 AL:負債純増
s :純貯蓄 M:商品の輸入

α

:対外経常取引の余剰(-対外純債権純増)
LO(Ll) :期首負債(期末負債)
FaO(Pal) :期首(期末)対外金融資産
F(F) :期首(期末)金融資産
LaO(Lal) :期首(期末)対外負債
AO(Al) :期首(期末)対外純債権

Ⅴ
:給付加価値

yap :海外-の要素所得･経常移転支払
AF :金融資産純増
AFa :対外金融資産純増

β :対外経常取引の支払超過(-対外純債務純増)
Ⅳo(Ⅳ1) :期首正味資産(期末正味資産)
βo(β1):期首(期末)対外純債務
RO(Rl):期首(期末)純有形資産.
』Ⅴ* : (期首資産,負債等)再評価



新SNA完全体系の-解釈(山下正毅)

表2 商 品 勘 定

欝洩に㌔造る左Q
関税等輸入関連税TM

(海外からの商品の)
輸 入.1J

商品の中間投入

(中間生産物の販売) X

民 間 消 費CH

在 庫 品 増 加 ∫ァ

総固定資本形成 ZF

(海外-の商品の)
輸 出 E

表3 活 動 勘 定

商品の中間投入 X

給 付 加 価 値 Ⅴ

政府サービス生産者

の海外からの直接購
入 CaG

商 品 の 産 出 Q

非営利サービスの

産出 CⅣ

ほ中間投入(中間生産物)と呼ばれる｡ CHは

民間消費,つまり消費目的-の商品の販売であ

る｡資本形成ほ在庫品増加Ivと固定資本形成

ZFから成っており,いずれも総額(粗額)表示

なので, Zv+ZFほ総資本形成となる｡最後の

Eほ商品の輸出である｡

(2)活動勘定

活動勘定は貸方(第4行)に商品および非商

品(非市場性サービス)の産出額を表示し,借

方(第4列)にほそれらの生産活動の費用構造

を示している｡第4行から見て行くと,まずQ

はすでに述べたように国内における商品の産出

額である｡商品の生産は主として産業3)におい

て行われるが,政府サービス生産者や民間非営

利サ-ビス生産者も副次的に商品を生産するこ

とがあり得る｡公立美術館が図録や複製画を発

売する等はその例である｡ Qにほそういった非

営利部門の商品産出額も含まれている｡非市場

性サービス(政府サービスと民間サービス(氏

間非営利サービスと家事サービス))の産出ほ

CⅣ と書かれている｡あとで述べるように,非

営利サービスほそれを生産した主体自身が購入

するという処理になっている｡

3)産業:商品を生産する公的･私的な生産単位を
類別したもの｡類似の生産単位を集めたひとつ

ひとつの部門,あるいはそれらの部門全体の呼
称｡ (United Nations 【4,p. 2.34】)
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産出Q と CNを得るためにほ,商品や生産

要素等のもろもろの投入物を必要とする｡それ

らの投入物の費用構成は,第4列によって知る

ことができる｡営利,非営利の生産活動-の商

品投入(中間生産物としての商品の投入)はⅩ

である｡政府サービス生産者の海外における直

接購入CaGは,大公使館･領事館等の在外公

館や在外政府機関などが現地において購入する

財貨･サービス,政府機関員が海外における公

務遂行時に購入する財貨･サ-ビスをあらわ

す｡ Ⅴは給付加価値(粗付加価値)であって,

生産活動を遂行する居住者主体4)の要素費用支

払,固定資本減耗引当,間接税一補助金受取,

から成る｡要素費用(要素所得)支払の中で

は,居住者である生産要素提供者-の支払が大

きな割合を占めることほもちろんであるが,荏

意すべきことほ,居住者でない生産要素提供

者,たとえば海外からの出稼ぎ労働者,滞在1

年未満の外国人出張社員,外国人出資者,在外

公館の現地人職員,等-の支払もここに含まれ

ていることである｡

商品勘定と活動勘定の記入値を使って国内総

生産(GDP)を定義すると次のようになる｡商

品と非営利サ-ビスの国内生産額総計は,間接

税･関税を含めると, Q+TM+CNである｡商

品の中間投入と政府の海外からの直接購入がそ

れぞれX, CaGであるから,国内総生産ほTM

+Q+CN-X-CaGと書くことができよう｡し

かるに,活動勘定恒等式から得られる関係

Q+CN-X= V+CdG

を代入すると,

GDP- V+ TM

となる｡これは費用･分配面からの国内総生産

の定義である｡生産面から定義すれば,商品勘

定貸方と非営利サービスの生産関係からGDP
- (X+CH+Zv+ZF+E+CN) -X-M-CaGで

4)居住者主体:居住者である取引主体｡居住者と

は国内領域に1年以上にわたって連続して所属

する主体o
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あるから,

GDP-CN+CH+Iv+ZF+E-M-CdG

となる｡

1.2 消 費 勘 定

消費勘定ほ,目的別消費勘定と所得･支出勘

定から成り,第5,6行,第5,6列が充てられ

ている｡目的別消費勘定ほ消費支出がどういう

用途にどういう源泉から行われるかを示し,所

得･支出勘定ほ要素所得の受取と処分を表示す

る｡

(1) 目 的別消費勘定

目的別消費勘定を伝統的勘定形式にすると,

表4のようになる｡公的消費と民間消費をあわ

表4 目 的別消費勘定

家計の商品購入

(国内民間消費) CH

非営利サービスの購
入 CⅣ

海外における家計の

直接消費(純額) CdH

消費総額(国民消費) C

せるとCであるが,その内容は借方(第5列)

に示すように,家計の商品購入(CH)5),政府

と民間非営利サービス生産者によるみずからの

サービス購入(CⅣ),家計の海外における直接

消費(純額) (CdH)6)から成っている｡政府サ

5)家計の商品購入(CH)には, (海外からの旅行者

の支出のような)海外家計の国内における直接
消費(Car)が含まれている｡つまりCHは国内

概念による消費である｡いっぼう,次の注6)

に見るように,家計の海外における直接消費
(CdH)は,国内居住者家計の海外における直接

消費(Cap)からCdrをさしひいたものとなって

いるので,第5列の列和(借方合計)はCdrを
含まない｡すなわち,列和とそれに等しい第5

行の消費総額Cは,国民概念にもとづく消費

支出になっている.

6) CaH-居住者家計の海外における直接消費

(Cap)-海外家計の国内における直接消費

(Car)o

実はUnited Nations 【4]Table 1.6におい

ては, Cdrは貸方(第5行)に記入されており,
海外における直接消費は純質表示となっていな

い｡

ービスと民間非営利サービスの生産額は生産費
用で評価されており,生産されたサービスはそ

れぞれ政府サービス生産者と民間非営利サービ

ス生産者自身が購入するという形がとられてい

る｡したがって多くの場合において,非営利サ

ービスの受益者と購入者は異なる｡受益者が何

らかの対価を支払う場合でも,その支払いほ生

産費用の一部をまかなえるにすぎないo

(2)所得･支出勘定

貸方(第6行)の総付加価値ほ,国内で発生

する要素所得(雇用者所得,営業余剰),固定

資本減耗引当,間接税マイナス補助金,から成

る｡要素所得ほ非居住者に対する支払(海外か

らの労働者に対する報酬,海外-支払われる配

当･利子等の財産所得,等)をも含んでいる｡

したがって,すでに生産勘定のところでも述

べたように, Vに関税･輸入関連税 TMを加

えると国内総生産(GDP)となる｡第6行右方

の控除項目,固定資本減耗引当(-刀)が付加

されると,国内純生産(NDP)となるわけであ

表5 所得･支出勘定

消費総額(国民消費) C

純 貯 蓄 ∫

海外-の要素所得･

経常移転の支払 YaP

総 付 加 価 値 V

lr;.j ト. 'r､t

海外からの要素所得

･経常移転の受取
Yar

(軽除)固定資本減耗-D

る｡貸方のもうひとつの記入値,海外からの要

素所得分配および経常移転の受取(】㌔りを,受

取だけの粗額記入でなく,受取マイナス支払

(Yar-Yap)の純額記入とすれば,貸方合計は

国民概念による分配所得集計値(国民可処分所

得)となる｡その際借方の要素所得･経常移転

対外支払(Ya2')ほ消去されるのほいうまでもな

い｡

借方(第6列)にほ,これらの所得の処分形

態が示されている｡消費支出(国民消費) (C),

純貯蓄(S),海外への要素所得分配および経常

移転の支払(Yap)がそれである｡
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1.3 蓄 積 勘 定

第7行-第10行,第7列-第10列ほ蓄積勘定

であって,実物資産と金融資産の蓄積,および

そういう蓄積を行うための源泉調達のありさま

が,四つの勘定によって表わされている｡ただ

しここでほ部門分割や資産項目の細分化が行わ

れていないので,表1を見る限りでほどういう

意義を持つのかほっきりしない勘定がある｡第

Ⅱ部の完全体系において部門分割等が行われて

初めてそれらの勘定の意味ほ明らかになるであ

ろう｡

(1)在庫品増加勘定

在庫品増加勘定ほ借方,貸方ともに在庫品増

加Zv となっていて,意味のない自明の恒等関

係を表示したもののように見える｡しかし実ほ

完全体系においてこの行と列は,活動部門(産

業と政府サービス生産者)に分割されている｡

第10列(資本調達･使用勘定)が完全体系でほ

制度部門に分割されているので,在庫品増加勘

定の貸方(第7行)ほ,産業と政府サービス生

産者の在庫品増加を制度部門別に表示している

ことになる｡借方(第7列)ほ,完全体系にお

いて第3行が商品別に細分されていることを考

慮すると,各活動部門の在庫品増加の内容を商

品項目別に表わしていることがわかる｡

表6 在庫品増加勘定

(商品×活動部門)
在 庫 品 増 加 ∫ァ

(活動部門×制度部門)
在 庫 品 増 加 Zァ

表7 固定資本形成勘定

(商品×活動部門)

総固定資本形成 ZF
(活動部門×制度部門)
総固定資本形成 ZF

(2)固定資本形成勘定

この勘定も前勘定と同様,完全体系において

ほ活動部門に分割されているが,ここでほ活動

部門ほ民間非営利サービス生産者をも含む｡表

7に勘定を示すo

(3)金融的請求権勘定

第9行,第9列ほ,当該国民経済と(この国
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民経済と関連を持つ限りでの)海外部門の金融

資産･負債の増減を示す｡完全体系において

ほ,通貨,預金,証券,等の資産形態別に分割

されている｡

貸方(第9行)の金融資産純増(AF)紘,国

民経済内の制度部門どうしの金融的請求権取引

である対国内金融資産純増(AFd)と,国内制度

部門の海外に対する金融的請求権の変動を示す

対外金融資産純増(AFa)から成る7): AF≡AFa

+AFa.ゆえに貸方合計ほ, AF+ALa≡AFd+

AFa+ALa となる｡

表8 金融的請求権勘定･

負 債 純 増 AL

対外金融資産純増
(国民経済に対する

海外の負債純増) AFa

金融資産純増 AF

対外負債純増(国民
経済に対する海外の
金融的請求権純増) 』エα

借方(第9列)も同様に,負債純増(』エ)が

対国内負債純増(ALa)と対外負債純増(ALa)

に分かれるから,合計ほAL+AFa≡ALd+ALa

+AFaとなる｡しかるに対国内金融資産につ

いてほ,この金融資産の保有者が金融的請求権

を請求すべき相手方は国内におり,その相手方

にとってこの金融資産は負債となるのだから,

AFa…ALdという関係が成立する｡このことか

ら勘定の恒等閑係

AL+AFa(-ALd+ALa+AFa)

≡AF+ALa(-AFa+AFa+ALa)

が保たれるのである｡

(4)資本調達･使用勘定

資本調達･使用勘定は,借方(第10列)に実

物資産と金融資産の蓄積を示し,貸方(第10行)

にこれらの蓄積の源泉である負債純増と貯蓄を

示す｡第10列の在庫品増加(Zv),総固定資本形

成(ZF)と(控除項目)固定資本減耗引当(-D)

を合計すると純資本形成になる｡これほ実物資

産の蓄積純額を表わす集計値であるが,金融資

7)金融資産純増とは,金融資産増如から金融資産

減少をさしひいたものである｡金融資産の減少

は,負債増加とはまったく異なるものである｡
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産の蓄積ほ金融資産純増(AF)として表わされ

ている｡

実物資産と金融資産の蓄積は,何らかの裏付

けつまり蓄積の源泉なくして行われるわ桝まな

い｡そういう源泉の調達は第10行に, (純)貯蓄

(S)と負債純増(AL)として表示されている.

表9-1 資本調達･使用勘定

表9-2 資本調達･使用勘定

在 庫 品 増 加 Zv

純固定資本形成 ZF

(控除)固定資本減耗-D

金融資産 純 増 AF

対外純債務純増 β

純 貯 蓄 S

投資･貯蓄差額
(資金不足) β

負 債 純 増 』エ

ところで(3)で述べたことを考慮すると, 』エ

ーAF-ALa-AFa と書くことができる｡つま

り負債純増(AL)から金融資産純増(AF)をさし

ひいたものほ対外純麗務純増(対外純借入純増)

に等しく,かつ,投資･貯蓄差額(資金不足)

と同等である8)｡したがって資本調達･使用勘

定ほ表9-2のように表現してもよいわけであ

る｡またこれまでにとりあげた諸勘定の恒等関

係をすべて利用すると,対外純債務純増(とこ

れに等しい投資･貯蓄差額(資金不足))が対外

経常取引の支払超過にも等しいことが証明され

るg)｡

8) β…AL-AFとおくと,資本調達･使用勘定の

恒等式Zv+ZF-D+AF…S+AL とあわせて,

β≡(Iv+IF-D)-S を得る.この式の右辺が

投資･預蓄差額である｡
9)商品勘定: Q+TM+M≡x+CH+Zv+ZF+E,

活動勘定: X+V+CdG…Q+CN,消費目的別
勘定: CH+CN+CdH…C,所得･支出勘定:

C+S+YaP≡TM+V-D+Yar, 在庫品増加
勘定: Zy…Zァ,総固定資本形成勘定: ZF≡ZF,

金融的請求権勘定: AL+AFa…AF+ALa, 資

本調達･使用勘定: Zv+IF-D+AF≡S+AL

1.4 海 外 勘 定

当該国民経済と海外との財貨･サービスや金

融資産の取引を表示する海外勘定は,経常取引

勘定(第11行,第11列)と資本取引勘定(第12

行,第12列)から成る｡

(1)経常取引勘定

経常取引勘定ほ, (財貨･サービスの生産･

供給･処分,所得の受取･支払･処分に関連し

た取引である)経常取引を,海外と関係あるも

のについて記録する｡貸方(第11行)は,海外

からの商品の輸入(M),政府の海外からの財

貨･サ-ビス直接購入(CaG),家計の海外-の

直接支払(純額) (CdH),海外-の要素所得お-

よび経常移転の支払(Yap)から成っており,海

外部門の受取である｡

借方(第11列)ほ海外部門の支出項目であっ

て,海外への商品の輸出(E),海外からの要素

所得･経常移転の受取(yαり を含む｡以上の

借方記入値計E+ Yarと貸方記入値計M+cia

+CaH+Yapの差ほ,国民経済の対外経常取引

にお引ける支払超過すなわち赤字であり,すで

に注9)で定義したものである: E+Yar+β≡

M+CaG+Can+Yap.左右が注9)の場合と遊

になっているのほ,勘定体系の接合性を保つた

めである｡

表10-1 海外勘定一経常取引-

を辺々加え同類項を整理すると,

M+CdG+Can+Yap- (E+Yar)

_-ALa-AFa
(I.1)

を得るo この左辺が対外経常取引の支払超過

で,右辺は注8)で定義したβである.
(p=AL-AF-ALa-AFa.) .'. M+CdG+CdH

+YaP=E+Yar+P.
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表10-2 海外勘定一資本取引-

対外負債純増(海外
の国民経済に対する
金融資産純増) ｣上α.

対外金融資産純増
(海外の国民経済に

対する負債純増) AFa

対外純債務純増 β

(2)資本取引勘定

資本取引勘定は,海外と国民経済のあいだの

(金融資産･負債,無形資産,その他の蓄積源

泉の調達や処分に関する)資本取引を示したも

のである｡貸方(第12行)は対外金融資産純増

(AFa),借方(第12列)は対外負債純増(ALa)

である｡バランス項目(対外負債純増と対外金

融資産純増の差額すなわち対外純債務純増)は

すでに何度もあらわれたβである｡

経常取引勘定と資本取引勘定を統合して表10

-3のように単一の海外勘定として示すこともで

きるが,それほ注9)の(Ⅰ.1)式を移項し左右

を逆にした恒等関係

E+ Yar+ALa=M+CdG+Can+ Yap+AFa

に対応している｡

表10-3 海外勘定(統合形式)

海外-の商品の輸出 E

海外か ら の

要素所得受取 yαγ

対外負債純増』エα

海外か ら の

商品の輸入

政府の海外からの財
貨･サービス直接購
入

家計の海外-の直接
支払(純額)

海外-の
要素所得支払

M

CaG

CaH

yαp

対外金融資産純増 AFa

ところで本項と上の資本調達･使用勘定の議

論においては, βが正であるケース,すなわち

経常取引において海外-の支払が海外からの収

入を上まわり,同じことだが海外からの金融資

産の借り入れ(対外負債純増)が海外への貸し

付け(対外金融資産純増)より大であり,また

同じく,国民経済における投資が貯蓄を超過す

る,という場合を想定していた｡もちろんβ<

oであってもこれまでの議論ほ妥当であるが,
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その場合ほむしろ,対外経常取引の余剰,対外

純債権純増(対外純資産純増),貯蓄･投資差

額としてα(>0)を定義し,表1でカツコをつ

けて記入してあるαの位置に記入する方がよ

いと思われる10)｡

しかしどちらのケースにも適用し得る,より

一般的な勘定体系の形式として,はじめから
α, βの両方を

α≡max (AF-AL, 0)

=max (E+ Yar- (M+CdG+CdH+ Yap), 0)

-max (s- (Iy+IF-D),0),

p=max(AL-AF, 0) -max (- (AF-AL), 0)

= max (M+CaG+Can+ Yap- (E+ Yar),0)

-max (-(E+ Yar- (M+CdG+Can

+ Yap)), 0)

-max(Iv+IF-D-S, 0)

=max(-(s- (zv+ZF-D)), 0)

と定義し,この両方の値11'をマトリックス(表

1)や勘定に記入するという方法が考えられ

る｡この方法によるときは,たとえば海外勘定

ほ

経 常 取 引

資 本 取 引

となり,資本調達･使用勘定は

10) α≡E+Yar- (M+CdG+CaH+Yap)

-AF-AL (-AFa-ALa)

-s- (zv+IF-D).

ll) α,βのどちらかが正で,他方はゼロであるo

両方ゼロのケースはあり得るが,両方とも正値
とはなり得ない｡
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という形になるのである｡定義からα≧0,β≧0

であり,注11)にも述べたようにα>0ならば

β-0, β>0ならα-0でなければならない｡両

方ともゼロになるのほ例外的なケースである｡

1.5 スト ック勘定

以上で表1のフロー勘定体系をすべて見たの

で,次に同表の外側部分を占めるストック勘定

体系に移る｡第1,2行,第1,2列が期首貸借

対照表,第15,16行,第15,16列が期末貸借対照

表になっており,第13,14行,第13,14列は期首

ストックの再評価勘定(調整勘定)である｡貸

借対照表ほ当該国民経済の保有する資産･負債

の全体を示すとともに,対外的な金融資産･負

債の状態をも表示し得るようになっている｡こ

れほ,資本調達･使用勘定において,海外との

金融取引が取り扱われていることに対応した措

置である｡

(1)期首貸借対照表

国民経済の期首貸借対照表ほ表11のようにな

っている｡また海外部門が当該国民経済に対し

て保有する金融資産と負債の期首における状態

ほ表12の通りである｡

表11 期首貸借対照表

期首金融資産 FO

期首純有形資産 RO

期 首 負 債 エ0

期首正味資産 Ⅳ0

表12 期首貸借対照表(海外)

0

0

凡

β

首

首

期
)
産
期

債鮎資酢

負
経
融
純
経
負

首器首詣期
(
対
期
(
対
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これらの勘定を式で表現すると

FO+RO=LO+NO

LaO=FaO+BO

となるが,

FO+LaO=LO+FaO (I.4)

(I.'FO+LaO-FaO+FaO+LaO, LO+FaO-

LdO+LaO+FaO, FRO-Leo)

であるから, (Ⅰ.2)(Ⅰ.3)を辺々加え(Ⅰ.4)をひ

くと

RO=NO+BO (I.5)

という関係を得る｡ (Ⅰ.4)ほ表1の第1行記入

値会計が第1列記入値会計に等しく, (Ⅰ.5)は

第2行の記入値の和が第2列記入値の和に等し

いことを意味している｡

(2)期末貸借対照表

期首貸借対照表と形式ほ同様であるから,勘

定形式をかかげることほ省略し,式による表現

にとどめる｡国民経済の期末資産･負債の状態ほ

Fl+Rl=Ll+Nl, (I.6)

海外部門のそれは

Lal=Fal +Bl (I,7)

となる｡またRl≡Nl+Blが(Ⅰ.5)と同様にし

て得られる｡

ところで資産･負債の期首値と期末値の関係

ほ次のようになっている｡ ①期首金融資産(FO)

に期間中の金融資産純増(AF)を加え,期首金

融資産の評価額変動(AvF)を加えると期末金融

資産(Fl)となる｡ ②期首純有形資産(RO)に期

間中の純資本形成(Iv+ZF-D)を付加し,実物

資産の再評価(AvR)によって調整すると,期末

実物資産(Rl)を得る｡ ③期首負債(I,0)に負債

純増(AL)と期首負債再評価(AVL)を加えて期

末負債(エ1)を得る｡ ④期末正味資産(Ⅳ1)ほ,

期首正味資産(NO)に純貯蓄(S)と正味資産再評

価(』ⅤⅣ)を加えたものである｡

対外金融資産･負債の期首値と期末値の関係

も同様である｡

これらのことを式で表現すると,

FO+AF+AVF-Fl,
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0

0214

l119

≦355

09

00

-l32

-21

-110

0

0

26

2

t7

-1

0

8224167

l9561112

lO61削46

191

03

l3875

1676

-那7

78

2879

海鳩麦
･⊇=p;y

資本取引

全種類80

全種類81 3151115 3=

1S2952 1 2

oo640ll喜】 M
0
6011 旧

-ll -2
3750127

8O

-338l

再評価

勘定

金融資産
証券82

その飽の金融的讃承権83

d
M

～
rN T3-40-180]

l1110

-2

0,

82

83

有罪資産(粍慣) 全種類84 1745160 84

期末資産

金融安東l

通貨おJ:び預金85

;i:,

その他の金鞄的欝求椎名7 M

2263141B53

34lS3922613

1371451331472

60
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82

85

86

87

有形資産(税額) 全種類88 I 3362314521413 88

1 2 3.4 5 6 7 8 9 10111213141516171819202122232425262728293031323334353637 3839404142434m5&6474849505152535455565758596061626364656867686970717273747576T77名798081828384858687名8

(注)縦タElでは②｢期首資産｣および｢期末資軌はそれぞれ｢沌背負債｣およぴ｢期未済｣と. ⑧｢有輝塵働)｣ほ｢正岬軌と鑑みかえること. (United Nations [4] Table 2.1,経済企威儀脚究放[3コ鮎を楓一新句弧)
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RO+Zv+ZF-D+AVR-Rl,

エ0+』エ+』l㌔-エ1,

NO+S+AvN-Nl,

FaO+AFa+AvFa-Fal,

LaO+ALa+AvLa-Lal,

BO+P+AVB-Bl

である｡

対外経常余剰α と対外経常支払超過βの両

方を同時に記入する35ページの方式に対応さ

せるためには,期首･期末の対外純債権(純資

産) AO, Al,対外純債務BO, BI督

AO=max(FaO-LaO, o) -max(FO-LO, o)

BO=max(LaO-FaO, o) -max(LO-FO, o)

Al≡max(Fal-Lal, o) -max(Fl-Ll, o)

Bl≡max(Lal-Fal, o) -max(Ll-Fl, o)

と定義し,期首対外純債権,対外純債務の再評

価AVA, AVB とともに勘定のしかるべき位置

に記入しなければならない｡

海外部門期首貸借対照表を例示すると

のようになる｡他の勘定も同様である｡

このとき,

Al
-max(AO+α+AvA-(BO+β+AvB), 0),

Bl-max(BO+β+AVB- (AO+α+AVA), 0)

となることは明らかである｡

ⅠⅠ.部門と取引カテゴリーを含む体系

(新S N A完全体系)

新SNA完全体系(United Nations 【4,Table

2.1])ほ,マトリックス表示で88行88列から成

る滋大なものであるが,基本的な構造において

Table 1.6(本稿表1)と同様である｡まず,そ

の完全体系を表13 (折込)として掲げる｡この

裏を第I部と同じくフロー勘定部分から見て行

くことにしたい｡
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2.1 生 産 勘 定

表1において商品勘定と活動別勘定に分けら

れていた生産勘定ほ,ここではさらに,商品勘

定が①商品税加算前,補助金さし引き前の商品

別基本価額勘定と, ②商品税,補助金の商品別

勘定とに分割され,活動別勘定が①産業別勘

定, ②政府サービス生産者の勘定, ③民間サー

ビス生産者の勘定に分かれている｡

(1)商品勘定

第5列- 8列ほ生産者価額表示(基本価額表

示)の商品の供給,第5行-8行はそれらの商

品の処分を示す｡

したがってたとえば,製造業および建設業の

代表的生産物がいかなる形で供給されたかほ,

第6列を見て行桝ゴわかる｡製造業および建設

業自身から267に相当する額が供給されるが(14

行, 6列),運輸業･通信業やその他の産業から

も同種の生産物がそれぞれ1だけ供給されてお

り(15行, 6列)(16行, 6列),農業および鉱業か

らもわずかであるが産出される(13行,6列)12)0

海外からの輸人ほ29あって(80行, 6列),そ

れにかかる(国内の競合商品の保護目的)関税

は1である(32行, 6列)｡

製造業･建設業の代表的生産物の処分ほ第6

行から読み取ることができる｡すなわち供給さ

れた生産物は,諸産業における生産活動への投

入(6行,13-16夕rJ),政府サービスや民間非営

利サービス生産のための投入(6行,17-21列),

家計による消費(6行, 22-24列),資本形成

(在庫品増加,固定資本形成)目的-の充当(6

行, 56-68列),海外-の輸出(6行, 80列)

という形で処分される｡

第9列-12列,第9行-12行ほ商品税と補助

金の勘定になっていて,基本価額表の対応する

記入値と加えあわせると生産者市場価格表示の

値になる｡たとえば,製造業･建設業生産物の

12)記入値0は微量ながらある(または実際に0)

という意味であって,まったく定義されないと

いう意味ではない｡定義上値の存在しないもの
は表において空欄となっている｡
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運輸業･通信業･商業-の投入額は,基本価額

が6行, 16列の8,商品税が10行, 16列の1で

あるから,生産者市場価格表示でほ9となる｡

また,第6列に書かれた製造業･建設業の代表

的生産物の供給額合計299と第10列に書かれた

商品税9,および保護目的以外の関税つまり国

内生産物に課せられる商品税に見合うように輸

入品に賦課される関税5を加えて,生産者市場

価格表示による供給額合計は313であることが

知られるのである｡

製造業･建設業の代表的生産物に関する商品

勘定を作ると表14のようになる｡

(2)生産活動別勘定

(第13-21行,第13-21列)

経済の生産活動を活動部門別に表示するため

の勘定である｡すでに述べたようにこの勘定は

さらに三つの勘定に分かれるので,それらを順

に取り上げることにする｡

a.産業別勘定 産業は表13では4種類に

分けられているが,これほ商品の種類が四つで

あることと対応している｡ここでも製造業およ

び建設業について見てみると,まず伝統的勘定

形式でほ表15のように書かれるだろう｡貸方

(第14行)ほ,この産業の代表的生産物が267,

表14 商 品 勘 定(製造業･建設業の代表的生産物)

国内製造業および建設業の産出

基 本 価 額

税

その他の国内産業からの産出

基 本 価 額

商 品 税

入

C. Ⅰ. F.価 額

保 護 関 税

その他目的の輸入関税

2
6
7
9
L
2

9

1

5

2

産業の中間消費

基 本 価 額 145

商 品 税 5

150

政府サービス生産者の中間消費

基 本 価 額 11

商 品 税 0

11

対家計民間非営利サービス生産者の中間消費

基 本 価 額 0

商 品 税 0

0

国内市場における家計の最終消費支出

基 本 価 額 66

商 品 税 10

在 庫 品 増 加

基 本 価 額

秩

給固定資本形成

基 本 価 額 37

商 品 税 0

37

出

基 本 価 額 34

(軽除)払いもどし金
一1

33

(United Nations 【4】Table 2.2による｡)
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表15 生産活動勘定

農業･鉱業の代表生産物の投入

基 本 価 額 19

商 品 税 8

27

製造業･建設業の代表生産物の投入

基 本 価 額 118

商 品 税 3

121

運輸業･通信業･商業のサービスの投入

基 本 価 額 13

商 品 税

その他の産業の生産物投入

基 本 価 額

商 品 税

雇 用 者 所 得

営 業 余 剰

固定資 本減 耗

間 接 税(純額)

4

4

3

6

9

1

6

2

その他の商品が1だけ産出され,商品税が9で

あることを示している｡これだけの産出のため

に,商品や生産要素がどれほど投入されたか

は,借方(第14列)によって知ることができ

る｡すなわち,諸商品の投入が27, 121, 13,

14で,総付加価値が102 (内訳ほ労働者-の雇

用者所得(被用老報酬) 64,留保利潤･配当等

の営業余剰23,固定資本減耗引当6,間接税一

補助金9)である｡

b.政府サ-ビス生産活動勘定 政府サ-

ビス生産者の活動ほ三つに分けて表示されてい

る｡一般行政･防衛,保健･教育･その他の社

会サービス,その他の政府サービスがそれであ

る｡保健･教育･その他の社会サ←ビスの生産

に関する勘定(第18行,第18列)を見てみる

と,貸方(第18行)から,産出額ほ16で商品の

生産も微量ながら存在することがわかるo 18

行, 8列の記入値0が商品の生産である｡

第18列からはわれわれほ,商品投入が(3+2

(製造業および建設業)

製造業･建設業の代表的生産物

基 本 価 額 267

商 品 税 9

276

製造業･建設業によるその他の商品の生産

基 本 価 額 1

商 品 税 0

(united Nations 【4]Table 2･3による｡)
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-)5であり,雇用者所得が10,固定資本減耗引
当1であることを知る｡政府サービスの生産は

利潤獲得を目的としない非営利的なものである

から,営業余剰は存在し得ないし,サービスが

市場に営利目的で販売されることほないので間

接税もない｡ 18列の30行と32行に記入値がな

いのはそのためである｡勘定形式による表現は

省略する｡

ところで,政府サ-ビスは政府自身が購入す

るという扱いになっている｡たとえば18行, 26

列の16ほそのことを示している｡あとで説明

されるように,26列ほ,政府の(保健･教育等)

消費支出勘定であるo保健･教育サービスはわ

ずかながら,国･公立学校の授業料や保健所･

役所の手数料といった形で,家計によっても購

入される｡ただしそれで生産費用の全額がまか

なわれるわけでほない｡ 18行, 24列の記入値0

ほそのことを示すものである｡

c.民間サービス生産活動勘患 対家計民
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問非営利サービスの生産について見ると,貸方

(第21行)から産出額は1であるのが分かる｡商

品の産出もわずかとほいえ存在する(21行, 8

列の0)｡このサービスの大部分ほ民間非営利

サービス生産者自身が購入するが,ごく一部分

ほ家計の消費支出の対象となる(21行, 24列の

o)′｡投入の費用構成は21列から知り得る｡表

13の場合は,費用のほとんどほ労働力(雇用者

報酬)に費やされている｡

ところで,生産勘定(商品勘定,生産活動別

勘定)の行と列は,経済の産業連関のありさま

を示す真にもなっている｡ただしこれは,レオ

ンティエフ型の産業連関表とほ異なる考え方に

もとづく新SNA方式の産業連関表である｡産

業連関に関係した部分だけを表13から取り出し

てまとめたのが表16である｡表の上と左の番号

ほ,完全体系(表13)の行番号,列番号をそのま

ま書いたものである｡新SNA方式産業連関表

ほほばこの形式で表現されている｡ (経済企画

庁経済研究所国民所得部[2, p. 118])

Ⅴは産業における商品の産出をあらわす行列

であり, Ⅴは商品税の行列になっている｡γは

非営利部門の商品産出をあらわす｡ここでほγ

ほベクトルのつもりであるが,非営利部門の商

品産出が多種にわたるときはマトリックスにな

るだろう｡ tは関税(保護関税と保護目的以外

の関税)である｡ Mほ商品の輸入量を商品別

に示すベクトルである｡ Ul, U2, C,Z],Z2,E

ほ言うまでもなく商品の処分を示す行列であっ

て,それぞれ中間投入,民間消費,資本形成,

輸出をあらわす｡ Ul′, U2′, C′, Il′, Z2′,E′,

等を加えることにより生産者市場価格表示にな

ることも,前の説明から明らかと思われる｡

Yl, Y2ほ産業や非営利部門の生産要素投入を

あらわす給付加価値のマトリックスである｡ m

ほ政府サービス生産者の海外からの直接購入で

ある｡ G,gほ政府サービスの産出をあらわす

行列である｡ Gは政府自身による政府サービ

スの購入をあらわす行列でもあるし, gほ家計

による政府サービスの購入(政府サービスの消

費)のベクトルでもある｡ Pは民間非営利サー

ビス生産者による非営利サ-ビスの産出と購入

をらあわサマトリックス, ♪は家許による民間

表】6 完全体系における産業連関

商品 活動部門 消費需要 総資本形成 輸

班基本価額 商品税 産業
非営サービス▲

生産者
氏.間 非営利部門 在庫品増加 総固定資本野成

5678 9101112 13141も16 1718192021 222324 25262728 5657585960 6162636465666768 80

商

口

ロ口

基本

価額

5

6

7

8

U1 U2 C I1 I2 E

商品税

9

10

ll

12

U1' U2' C′ Ill I2' E′

活

動.

部

門

産業

a)
14

15

16

■Ⅴ Ⅴ′

非常利

サービス

坐塵者

17

18

19

20

21

γ
g

P

G

P

総付加価値

29

30

31

32 i i
Y1 Y2

輸入 80 〟 EZ]
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非営利サ-ビス購入のベクトルであるo

2.2 消 費 勘 定

消費勘定は大きく分けて消費支出勘定と所得

･支出勘定から成る｡消費支出勘定ほ,消費支

出がどのような目的でどういう対象に対して行

われるかを表示し,所得･支出勘定は所得の発

生･受取･支出を制度部門別,所得形態別に示

す｡

(1)消費支出勘定

第22行-28行,第22列-28列ほ消費支出勘定

である｡消費支出勘定ほさらに,家計の消費支

出勘定,政府サービス生産者の目的別消費支出

勘ラ己民間非営利サ-ビス生産者の(目的別)

消費支出勘定の三つに分かれる｡

a.家計の消費支出勘定(第22-24行,第22

-24列) この勘定の流入側(貸方) (第22行

-24行)ほ,どういう消費目的にどれほどの支

出が行われるかをあらわしている｡それによる

と国内居住者の消費が167 (-68+58+41) (54

列)であり13),海外からの旅行者の財貨･サー

ビス購入など海外家計の当該国内にお汁る消費
が2 (24行, 80列)であることが知られる｡

これらの支出がどのような財貨･サービスに,

どういう目的で向けられるのかは,第22列-24

列の記入値を見ればわかる｡蓑13によると,坐

産者市場価格表示で商品に対して166,非営利

サービス(家事サービス)に対して1 (17行-

21行),国内家計の海外における消費が2 (80行)

となっている｡詳細な記述は表17にゆずる｡

b.政府サービス生産者の目的別消費支出勘

13)支出側(借方,列)に国内家計の海外における

消費が含まれている(80行, 24列)ことから分

かるように,この167は国内消費ではない｡し
かし, 22列-24列の5行から21行までの記入値

の和167は国内消費である｡
24行, 80列の2 (海外家計の国内における消

費)を80行, 24列に移すと, 80行24列は0とな

り, 22列-24列の記入値合計は国民消費とな

る｡第Ⅰ部表1の目的別消費勘定(Can)はその

ような処理を行ったものである｡
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定 政府サービスの生産ほ,すでに生産活動

勘定のところで明示された如く,一般行政･防

衛目的のサービスが20,保健･教育･その他の

社会サ-ビスが16,その他の政府サービスが6

である｡借方(25列-27列)ほその生産活動

勘定の貸方から持ち越されたものである｡貸方

(25行-27行)は同じものを制度部門別所得受取

･支出勘定-と接合している｡
(表18参照)

c.民間非営利サービス生産者の目的別消費

支出勘定(第28行,第28列) 家事サ-ビス

ほ家計の消費支出の対象となる(20行, 24列)

ので,家計の消費支出勘定の方に含められてい

る｡したがってここでほ民間非営利サービス生

産者の非営利サービス自己消費のみが扱われて

いる｡貸方(第28行)ほ,制度部門民間非営利

団体の所得受取･支出勘定(第55列) -と接合

されている｡

(2)所得･支出勘定

この勘定ほ,付加価値勘定,制度部門別発生

所得勘定,所得形態別勘定,制度部門別所得受

取･支出勘定に分かれる｡

a.付加価値勘定 活動別勘定や商品勘定

で示された付加価値が,制度部門別14)でほどの

部門においてどれほど産み出されたことになる

のかを示す｡この勘定は4行, 4列(第29行-

32行,第29列-32列)を占めているが,初めの

2行, 2列ほ雇用者所得(被用老報酬)と営業

14)実物的フロ-の面から経済主体をとらえ環別し

たのが活動部門であるoつまり財貨･サ-ビス

の生産,所得の受取･支出の実物的側面,資本

形成の主体として経済単位をとらえ類別する
と,生産勘定に示したような産業や政府サービ

ス生産者といった活動部門になる｡これに対

し,経済主体を所得の受取･支出のための資金

の調達･運用を行い,資産蓄積の資金(元手)
を提供したり使用したりする金融的な意志決定

の主体としてとらえ,法律上,内部組織上の制
度形態にもとづいて類別すると,制度部門にな

る｡新SNAでは, ①非金融法人および準法人

企業, ②金融機関, ⑧一般政府, ④家計, ⑤民

間非営利団体,という五つの制度部門が定義さ
れている｡
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表17 家計の消費支出勘定

農業･鉱業の代表的生産物

基 本 価 額

(掩除)補助金

(14+2+1-) 17

(-1+0+0-)-1
16

製造業･建設業の代表的生産物

基 本 価 額

商 品 税

運輸･通信･商業のサービス

基 本 価 額

商 品 税

額
税

品
価
晶

南
本

の
基
商

他のそ

(34+27+5-) 66

(4+2+4-) 10

76

(15+12+ll-)38

0

38

(2十12+18-)32

(0+3+1-) 4

36

政府サービス生産者からのサ-ビス購入

(保健･教育･その他の社会サービス)

民間サ
ー ビス の購入

家事サ ー ビス

民間非営利サ ー ビ ス

海外か ら の直接購入

0

1

〇
一
1

2

家 計 の 最 終 消 費 支 出

食 料･飲 料 等

衣 料 等

その他の財･サービス

非居住者家計の国内における直接購入

8

8

1

6

5

4

7

2

61

(United Nations [4】Table 2.6による｡)

表18 政府サービス生産者の目別的消費支出勘定

余剰(営業利潤)を活動部門別と制度部門別に

示す｡雇用者所得について見ると,全活動部門

すなわち経済全体で152産み出される(第29行,

第13列-21列)｡これを制度部門別に示すと,

非金融法人･準人企業で104,金融機関におい

て5,一般政府でほ29, (個人企業等を含む)

家計で13,民間非営利団体で1発生することが

わかる(第29列,第33行-37行)｡

第31行と第31列ほ固定資本減耗に対応する｡

生産勘定(活動部門別勘定)において計上され

た固定資本減耗引当が第31行の第13列-21列に

現われるが,同じ固定資本減耗が(第31行の)

第75列-79列において負値を取って資本調達勘

定から繰り越されているので,行の記入値合計

ほゼロとなる｡これに対応して列の記入値ほ存

在しない｡

第32行は(商品税等の)間接税,関税の純額

(支払一受取)を示す｡これほ第32列において,

所得受取･支出･制度部門別勘定の一般政府へ

配分される｡一般政府の受取所得の一部となる
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表19 付 加 価 値 勘 定

45

非金融法人･準法人企業(における発生)
137

金融機関(における発生) 3

一般政府(における発生)
31

家 計(における発生) 35

民間非営利団体(における発生) 1

207

一般政府(間接税の受け取り)
29

雇 用 者 所 得

産 業(における発生) 126

政府サービス生産者(における発生)
24

民間サービス生産者(における発生)

2

152

営 業 余 剰

産 業(における発生) 55

固定資 本 減 粍

産業,政府サ-ビス･民間サ-ビス生産者

制 度 部 門

間 接 税

蓑20 所得発生･制度部門別勘定

賃 金･俸 給

法人･拳法人企業

金 融 磯 関

一

般 政 府

家 計

民間非営利団体

雇主負担金

法人･準法人企業

金 融 株 関
一

般 政 府

家 計

民間非営利団体

企 業.所 得

(家 計

営 業 余 剰

法人･準法人企業

金 融 検 閲

一

般 政 府

家 計

民間非営利団体

6

5

7

2

1

9

2

1

8

0

2

1

0

33

-2

2

0

財 産 所 得

(家 計 4)

141 非金融法人･準法人企業

雇用者所得

営 業 余 剰

金 融 枚 関

雇用者所得

営 業 余 剰

一 般 政 府

雇用者所得

営 業 余 剰

衣 計

雇用者所得

営 業 余 剰

民間非営利団体

雇用者所得

営 業 余 剰

104

33

137

5

-2

3

29

2

31

13

22一35

1

0



46 横浜経営研究 第Ⅱ巻 第1号(1981)

わけである｡以上のことを勘定形式でもう少し

詳細に示すと表19のようになる｡

b.制度部門別発生所得勘定 第33行-37

行,第33列-37列の勘定ほ,付加価値のうち雇

用者所得と営業余剰がどの制度部門で発生する

かを貸方(行)に示し,それがどういう所得形

態で分配されるのかを借方(列)に示す｡それ

によると,たとえば非金融法人･準法人企業部

門でほ,雇用者所得と営業余剰として合計137

の要素所得が発生し(第33行),分配形態ほ賃

金･俸給96, (社会保障関係費や年金等の)雇

主負担金8,営業余剰33となっている(第33列)｡

他の制度部門も同様である｡

このように制度部門別に表を読むやり方のほ

かに,所得形態別に見る方法もある｡雇用者所

得が五つの制度部門あわせて152,営業余剰が

同じく55発生することが, (第33-37行の)第

29列と第30列からわかる｡ (計207) これらの

所得の分配形態ほ,賃金･俸給として141,雇

主負担金として11,企業所得が18,営業余剰33,

財産所得として4であることを, (第33列-37

列の)第38行から第42行までの記入値がしめし

ている｡ (計207)そこで表20ほ,貸方を制度部

門別に表示し,借方を所得形腰別に示すことに

する｡

c･所得形態別勘定 第38行-第50行,第

38列-第50列ほ,行において形態別の発生所得

を示し,列においてこれらの所得がどの制度部

門に受け取られるかを示す｡これによると賃金

･俸給(38行),雇主負担金(39行)はすべて
国内生産から生ずる｡ (第38,39行の80列記入値

ほ共に0｡)第38列, 39列をみると,これらほ

すべて家計部門に配当されている｡

非法人企業(個人企業)において企業所得18

が発生し(40行, 36列),同じ部門(家計)に

分配される｡営業余剰ほ全部門合計33になり

(41行),当然ながら発生した部門自身に取得さ

れる(41列)0

第42行ほ財産所得であるが, 36列の4は個人

企業のそれであり,第51列から55列に並ぶ各制

度部門の払う財産所得, 80列の海外からの財産

所得とあわせて,第42列において諸制度部門お

よび海外に配分される｡それぞれの制度部門が

受け取る財産所得の純額ほ,上記の(グロス･

べ-ス)受取額から(グロス･べ-ス)支払額

をさし引桝まよい｡われわれの例でほ,

非金融法人･準法人企業 5-17ニー12

金 融 機 関 11-4-7

一

般 政 府 4-11ニー7

家 計 24-4-20

民間非営利団体 1-0-1

海 外 6-11ニー5

となる｡

第43行ほ企業所得や個人所得に直接賦課され

る直接税の支払をあらわす｡ ｣般政府を除く4

つの部門から31,海外から1の計32が支払われ

る｡第43列に示すように,一般政府がそのうち

の28,海外部門が4を受け取る｡

個人の社会保障負担金ほ9 (第44行)であり,

これも-般政府が受得する｡

企業からの経常移転ほ単位にほ満たないが存

在する(45行, 51列の0)｡それを家計と海外

が受ける(54行, 45列と80行, 45列の0)｡企

業からの経常移転の例としてほ,企業の出す賞

金･賛助金,研究助成金,災害援助金,等が考

えられよう｡

社会保障給付金ほ一般政府が支払い(46行,

53列の10),すべて家計部門が受け取る(54行,

46列の10)｡社会扶助金も同様である(47行,53

列と54行, 47列の記入値4)｡援護･援助金や

賞金･助成金等,一般政府のその他の経常移転

ほ11単位あり(48行, 53列),それを政府自身,

家計,海外が受け取る(48列の記入値, 7, 3,

1)0

家計からの経常移転ほ2で(49行, 54列),そ

の中から寄付や会費の形で民間非営利団体が1

単位受け取り,海外送金等の形で海外部門が1

単位を取得する(49列)｡

家計や政府から海外へ経常移転があるのと同

樵,海外から国内制度部門-の経常移転も存在
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する｡蓑でほ一般政府と家計軒こ合計1の移転が

ある(50列,53行と50列,54行の0と1)｡

d.制度部門別所得受取･支出勘定 この

勘定は,貸方(第51行-55行)に各制度部門の

受け取る所得を所得形態別に示し,借方(第51

列-55列)にほ取得された所得の処分形態を示

す｡

一般政府について見るならば,この部門の受

け取る所得ほ,第53行から,間接税29,直接税

28,社会保障負担金(受取) 9,営業余剰と財産

所得の形での分配が(2+4-)6,政府から政府

自身への経常移転7,海外からの移転0の合計

79であることがわかる｡

これらの所得ほ,政府サービスの消費に42

(53列, 25-27行),公債配当等の財産所得支払,

社会保障給付金,社会扶助金,その他の経常移

転としてそれぞれ11, 10, 4, 11支払われ(53

47

列の42行, 46-48行),残余は貯蓄として資産

蓄積の源泉となる｡貯蓄ほ53列, 72行の1であ

る｡付加価値勘定からわかるように,分配され

る要素所得ほ固定資本減耗引当を含まない純額

(純付加価値)であるから,この貯蓄ほ純貯蓄

であるto

家計部門についても見ておく と,まず貸方

(第54行)から,賃金･俸給,雇主負担金,企

業所得の分配,財産所得,企業と政府からの移

転,社会保障給付金,社会扶助金,海外からの

移転といった形で合計212の所得が受け取られ

ることを知る｡その処分は,借方(第54列)に

ある通り, (商品と少街ながら政府サービスや

民間非営利サービスの購入のための)消費支出

として167,財産所得,直接税,社会保障負担

金,経常移転の支払,あわせて36, (純)貯蓄9

となっている｡

表2ト1
一般政府の所得受取･支出勘定

消 費 支 出

一般行政･防衛
保健･教育･その他

その他の政府サービス

財 産 所 得(支払)

社会保障給付金支払

社会扶助金支払

0

6

6

2

1

2

1

4

1

(その他の)経常移転(支払) 11

(純) 貯 蓄 1

間 接 税(受 取)

営 業 余 剰

財産所得(受 取)

直 接 税(受 取)

家計の社会保障負担金

政府か らの経常移転

海外か ら の経常移転

2

2

9

2

4

8

9

7

0

表21-2 家計の所得受取･支出勘定

消 費 支 出

食 料･飲 料 等

衣 料 品 等

その他の財貨･サービス

財 産 所 得(支払)

直 接 税(支払)

社会保障負担金

経常移転(民間非営利団体と海外へ)

(純) 貯 蓄

68

弱

4 1

7

4

1

9

2

9

6

2

1

賃 金･俸 給

雇主社会保障負担金(受取)

企 業 所 得

財産所得(受取)

(企業からの)経常移転

社会保障給付金受取

社会扶助金受取

141

ll

18

24

0

10

4

その他の政府からの経常移転 3

海外からの経常移転 1
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2.3 蓄 積 勘 定

蓄積勘定ほ,在庫品増加勘定,固定資本形成

勘定,資本調達･使用勘定という三つの小勘定

から成る｡第Ⅰ部表1と異なり,活動部門,制

度部門への部門分割を含み,資産もいくつかに

類別されている｡

(1)在庫品増加勘定

在庫品増加は産業と政府サービス生産者につ

いて表示されるように転っている(第56-60

行,第56-60列)｡すでに商品勘定において在

庫品増加ほ,商品別,産業･政府の活動別に表

示されたのであるが,在庫品増加勘定の借方は,

この商品勘定と接合されている｡これはあとの

固定資本形成勘定も同様である｡

貸方ほ在庫品増加を活動部門別のみであらわ

している｡

(2)固定資本形成勘定

在庫品増加と同じく,商品勘定における固定

資本形成を受けて,活動別に固定資本形成を表

示する｡

ところで,在庫品増加と固定資本形成は,産

業のそれだけが第69列に記入さjtている｡これ

ほなぜかというと,産業の資本形成だけを他の

活動部門のそれと区別して示すと同時に,産業

の資本形成を制度部門別に示すためである｡政

府サービス生産者の資本形成の方ほ一括しない

で目的別表示のまま77列へ転記されている(77

列の60行と65-67行)｡

(3)資本調達･使用勘定

a.産業の資本形成等勘定 第69行,第69

列は,産業の資本形成を制度部門別,活動別に

示す｡列(借方)ほ,上の在庫品増加,固定資

本形成の両勘定から移転されたものであって,

それを制度部門別に示せば69行(貸方)のように

なるのである｡ 70行と70列の土地･鉱業権売買

の勘定をみると,国内の制度部門どうしの取引

のみが行われているため,行の合計はゼロであ

り,列には記入値がない｡ (家計と金融磯関のあ

いだに1単位の取引が行われたことがわかる｡)

b.資本移転勘定 資本移転とほ,受取側

が総資本形成等の資産蓄積や長期的な支出の源

泉とし得る取り引きであって,反対給付を必要

としないものである｡受取老の資産蓄積の源泉

となるのであるから,制度部門別資産蓄積勘定

(第75-79行,第75-79列)の貸方にこれが接

合されなければならない｡ゆえに資本移転取引

ほ,借方(71列)に記帳される｡貸方(71行)

ほ記入値を含まない｡われわれの完全体系の数

値例では,家計と一般政府のあいだに2単位の

資本移転が行われたことになっている｡海外と

の資本移転取引が行われたとしても,記入値ほ

列のみに現われ,列記入値合計はゼロである｡

c.金融的請求権勘定 第72行-74行(質

方)ほ,どのような金融資産がどの部門でどれ

だけ蓄積されたかを示し,第72列-74列(借方)

ほ,債務としての金融的請求権つまり負債がど

の部門でどれほど変動したかを示している｡

この勘定において,金融資産のひとつひとつ

の項目毎に,資産純増と負債純増の恒等関係が

成立している｡たとえば第72行記入値合計(逮

貨･預金形態の金融資産純増)ほ第72列記入値

合計(通貨･預金形態の負債純増)に等しい｡

くわしく述べると,非金融法人･準法人企業と

金融機関でほ通貨･預金形態金融資産ほそれぞ

れ1単位と5単位の減少,一般政府,家計,氏

間非営利団体においてほそれぞれ2, 15, 1の

純増,国民経済の海外に対する通貨･預金形態

の負伎(つまり海外の国民経済に対する金融資

産)が8単位の純増であることが72行から知ら

れ,貸方合計ほ20となる｡

借方(72列)については,通貨･預金形態の

負債純増が5つの制度部門で順に0, ll, 3,

o, oであり,国民経済の海外に対する通貨･

預金形態の金融資産(海外の国民経済に対する

負債)純増が6単位で合計ほやはり20であるこ

とがわかる｡

この恒等関係が表の特殊ケースにとどまらず

一般的に成立することほ,次のようにして証明

される｡制度部門を3つとし,制度部門1,2,3
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表22 金 融 的 請 求 権 勘 定

負 債 純 増

通貨および預金

法人･準法人企業

金 融 検 閲

一

般 政 府

家 計

民間非営利団体

対外金融資産として
の通貨･預金

券

法人･準法人企業

金 融 機 関

一 般 政 府

対外金融資産としての証券

その他の金融的請求権

法人･準法人企業

金 融 桟 関
一

般 政 府

家 計

民間非営利団体

その他の対外金融資産

O

1

3

0

0

1

2

1

5

1

l

Ⅶ4

4

9

5

9

0

1
仙
8

金融資産 純増

通貨および預金

法人･準法人企業

金 融 機 関

一

般 政 府

家 計

民間非営利団体

対外負債としての
通 貨

･預
金

証 券

法人･準法人企業

金 融 磯 閑

一 般 政 府

家 計

民間非営利団体

対外負債としての証券

その他の金融的請求権

法人･準法人企業

金 融 検 閲
一

般 政 j符

家 計

民間非営利団体

その他の対外負債

1

5

2

5

1

一
一

1

8t20

5

4

0

6

0

5

における通貨･預金形態の金融資産純増を

AMl,AM2, AM3,海外に対する国民経済の通貨

･預金形態負債純増(海外の国民経済に対する

金融資産純増)を』∽α としよう｡また,制度

部門1, 2, 3における通貨･預金形態の負債純

増をAml,Am2,Am3,海外に対する国民経済の

通貨･預金形態金融資産純増(海外にとって対

国民経済負債純増)をAMa とおく｡そうする

と,

AMl - AM12 +AM13 +AMla,

AM12:部門1の部門2に対する通貨･預金

形態資産純増,

AM13:部門1の部門3に対する通貨･預金

形態資産純増,
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AMla:部門1の海外に対する通貨･預金

形態資産純増,

以下同様にして

AM2 - AM21 +AM,3 + AM2a,

AM3
-AM31 +AM32 + AM3a

と書くことができる｡各制度部門の通貨･預金

形態の負債純増も同じく,

Aml-Am12+Am13+Amla,

Am2-Am21 +Am2,+Am2a,

Am3-Am31 +Am32 +Am3a

と善かれ得る｡しかるに,

AM12-Am21, AM13-Am31, AM21-Am12,

AM23-Am32, AM31-Am13, AM32-Am23,

AMla + AM2a +AM,a - AMa,
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Amla +Am2a+Am3a-Ama

であるから,貸方(行)合計は

AMl +AM2 +AM3+Ama-AM12+AM13

+AM21 +AM23+AM31 +AM32+AMla

+AM2a+AM3a+Ama-Am21+Am31

+Am12+Am32 +Am13+Am23+AMa+Ama

-Am12+Am13+Am21 +Am23+Am31 +Am32

+Amla+Am2a+Am3a+AMa

=Aml +Am2 +Am3+AMa

となる｡この最後の式ほ借方(列)合計にほかな

らない｡

これで証明は終りであるが,このような恒等

関係ほ,どのような金融的請求権についても,

制度部門の数がいくつであっても成立する｡以

上のようなことを考慮しつつ,表22ほ作られて

いる｡

d.制度部門別資産蓄積勘定 この勘定

ほ,制度部門別に,貯蓄および負債純増という

形での蓄積源泉の調達と,投資(資本形成)お

よび金融資産純増という形での資産蓄積(源泉

の使用)のありさまを記録する｡貸方(第75-

79行)に源泉調達,借方(第75-79列)ほ源泉

の使用である｡この勘定は期首と期末の貸借対

照表を結びつける役割も果しているので,この

勘定の形式は貸借対照表と関連がある｡すべて

の制度部門について見る必要はないから,金融

株関と家計について勘定を検討しよう｡

第76行から金融検閲の純貯蓄ほ3で(52列),

資本移転はない(71列-0)ので正味資産純増

が3であり,通貨･預金形態の負債純増は11

(72列),証券形態の負債純増が1 (73列),その

他の負債純増が9 (74列)であるから,部門全

体で調達される蓄積源泉は24となっている｡

借方(76列)を読むと,この源泉は次の用途

に運用されることが明らかとなる:総資本形成

1,資本移転1(69行, 70行)に(控除)固定資

本減耗引当-1 (31行)を加えた純資本形成1,

通貨･預金形態の金融資産-5 (72行),証券形

態金融資産4 (73行),その他の金融資産24 (74

行)｡ (表23-1を参照せよ｡)

第78行の家計は,純貯蓄9 (54列)のほか,

金融機関-の資本移転-2 (71列)があるので,

正味資産純増ほ7にとどまる｡その他の形態の

負債純増9 (74列)とあわせて,家計の蓄積源泉

調達は合計16である｡

第78列を見ると,家計の総資本形成ほ10 (69

行),土地･鉱業権売買が-1 (売却) (70行),

固定資本減耗引当の控除が -4 (31行)だか

ら,有形資産の純蓄積ほ5である｡これを貯蓄

と比較すると2単位の資金余剰となる｡金融資

産の純増は,通貨･預金として15,証券形態で

二6,その他の資産形態で2となっている(72行

-74行)｡以上により借方(78列)合計も16であ

る｡ (表23-2参照｡)

表23-1 金融機関の資産蓄積勘定

24
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表23-2 家計の資産蓄積勘定

総 資

土 地

(控除)

資 金

形
鉱
定

本
･
固 得
耗

取
減

植
木

成
業
資
剰

O

1

4

2

1
一
一

純 貯 蓄

資 本 移 転

表24--1 海 外 勘 定 一経常取引-

商 品 の 輸 出 51

払 い 戻 し 税 -1

海外家計の国内における直接消費 2

海外からの賃金･俸給受取

海外からの雇主負担金受取

海外からの財産所得受取

海外からの直接税受取

海外からの経常移転

対外経常二晩引の支払超過
(対外経常取引の赤字)

商 品 の 輸 入

政府の財貨･サービス直接購入

家計の財貨･サービス直接購入

海外-の賃金･俸給支払

雇主負担金の対外支払

海外-の財産所得支払

直接税対外支払

企業からの経常移転対外支払

政府からの経常移転対外支払

家計から海外-の経常移転

表24-2 海 外 勘 定
一資本取引-

通貨･預金形態対外負債純増

証券形態の対外負債純増

その他の対外負債純増

8

5

5

海 外 - の 資 本 移 転

通貨･預金形態対外金融資産純増

証券形態の対外金融資産純増

その他の対外金融資産純増

対 外 純 債 務 純 増
(-対外経常取引の支払超過)

0

6

0

11

2.4 海 外 勘 定

海外勘定の取引項目ほ,バランス項目を除い

てこれまでにあらわれたものばかりである｡対

外経常取引の支払超過(赤字)と対外純債務純

増ほ等しく,また,これらほ国民経済全体の資

金不足(投資･貯蓄差額),資産･負債純増差

額にも等しいことが,第Ⅰ部と同様にして証明

される｡ここでは,伝統的勘定形式による表現

だけを示すことにする｡
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2.5 貸 借 対 照 表

マトリックスの外側部分にストック勘定(質

借対照表)が配置されているのほ表1と同様で

あるものの,完全体系でほ資産形態の類別と部

門分割が行われている｡完全体系の期首･期末

ストック勘定部分ほ,制度部門別に読むことも

できるし,資産形態別に見ることもできる｡い

ずれの場合も行と列(右と左)ほバランスす

る｡期首貸借対照表について,資産形態別の見

方と制度部門別のそれの例をひとつずつ,表
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表25
一般政府期首貸借対照表

金 融 資 産

通貨･預金

証 券

そ の 他

純有形資産

2

9

5

3

1

2

3

1

1

債

通貨･預金

証 券

そ の 他

正味資産

3

5

1

0

0

4

4

1

1

1

1

1

借方77列, 1行-4行,貸方77行, 1列-4列

表-26 通貨および預金期首ストック

非金融法人･準法人
企業

金 融 機 関

3

8

2

6

一

般 政 府 12

家 計 70

民間非営利団体 2

対外債務としての通
貨･預金(海外の金
融資産) 52

非金融法人･準法人
企業

金 融 開
府

磯
政

計

民間非営利団体

対外請求権としての

通貨･預金(海外の
負債)

8

4

3

1

0

8

0

1

1

31

借方第1行,貸方第1列

表27 家計部門の期末貸借対照表

融 資 産

期首通貨･預金

通貨･預金純増

期末通貨･預金

期 首 証 券

証 券 純 増

再 評 価

185

250

-6

-18

期 末 証 券

期首その他金融資産

その他金融資産純増

再 評 価

226

144

2

1

期末その他金融資産

純 有 形 資 産

期首純有形資産

総 資 本 形 成

土地･鉱業権売買

(軽除)固定資本減耗

再 評 価

147

債

期首通貨･預金 1

通貨･預金純増 0

期末･通貨預金

期首その他負債

その他負債純増

再 評 価

1

82

9

0

期末その他負債

正 味 資 産

期首正 味 資産

純 貯 蓄

資 本 移 転

再 評 価

91

674

9

-2

-1

期末正 味 資 産 680

25,表26として提示する｡

(1)資産形態別ストック勘定がバランスす

ることを一般的な形で証明してみよう｡金融的

請求権の種類を∽種類とし,制度部門の数ほ

∫,これに海外部門がひとつ加わるものとする｡

いまある金融的請求権〃をとりあげる｡制度

部門1,2,-‥-, ∫が負債として保有する金融

的請求権〃ほ,

pLl- pL12+pL13+
-

+pLIs+pLla,

pL2-FLL21+
+pL23+ -

･

+pL2s+pL2a,

pis-pLsl+pLs2+
･ -

+pLss-1 +pLsa

と苦かれる｡ここでpLiほ,制度部門iが負

債として保有する金融的請求権〃の量をあら

わす｡
pLij(i≠j)ほ,部門iが部門jに対して

保有する負債としての金融資産iLである｡ pLia

ほ部門iが海外に対して負っている請求権FLで
S

ある｡ ∑ pLka-pLa (国民経済が海外に対して
k=1

負っている金融的請求権p)であり,
pLij-pA3･i
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(i≠刀(Ajiほ制度部門ノが制度部門iに対し

て保有する,資産としての金融的請求権〃)で

あるから,
S S S

∑
pLk+pAa-∑ pAlk+∑ p∠12k+-k-1 k-1 k-i

S S

+∑ pAsk+pLa+pAa-∑ pAlk+pAla
k-1 k-1

S S

+∑ pA2k+pA2a+
-

+∑ pAsk+pAsa
k=1 k-1

β

+pLa-∑ pAk+pLa.k-1

(βAαほ,国民経済が海外に対して保有する

金融的請求権〃)

これほ金融的請求権〃に関するストック･バ

ランス式にほかならない｡これが成立するから

こそ,ある時点における経済全体の〃のストッ

クについて

A

A
･
･
･
A

L

l

lワ一

-J.

=.

3･

-･～_

･心.jz1

'
･
･
√
i

β

〃_

と書けるのであり,表26はそのひとつの場合な

のである｡

(2) ところで制度部門k (A-1,2, -･,s)

の貸借対照表は

となっており,海外部門の貸借対照表ほ

α

α

α

エ

エ
‥
.
エ

1

Cq

肌

A

A
･
･
･
ん
L
<

i

α

α

1

2

机
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という形をしている筈である｡ (Ⅳγほ海外部門

の正味資産｡)このことを式であらわすと
仇 1n

∑pAk+Rk…∑pLk+Nk (A-1, 2, -,s)
FL-1 FL-1

11i ll.1

∑
pLa…∑ pAa+N,β-1 J〈-1

となり,前出の〃のストック･バランスを式に

すると
S S

∑
pAk+pLa…∑ pLk+pAa

k-1 k-1

(〟-1,2, ･-,∽)

と表わされる｡これら三つの関係から

(言寄pAた+写Rk)+芋pLa-(寄与pAk

･芋pLa)-(写写pLk･芋Nk)･芋pAa

･Nr-(写写pLk･宇pAa)･
これを整理して

S S

∑ Rk…∑Nk+N,
k-1 k-1

という式を得る｡この式ほ,国内制度部門と海

外部門の正味資産の和が,国内制度部門純有形･

資産(実物資産)の和に等しいことを述べてい

る｡これほ,われわれの完全体系(表13)にお

いてほ,第4行記入値合計が第4列記入値合計

に等しいこと,あるいほまた同じことだが, 88

行記入値計が88列記入値の和に等しいことの,

論理的理由付けになるものである｡

期首貸借対照表と期末貸借対照表の関係ほ,

前掲の表27によって具体的に示されている｡原

則ほ,期首資産･負債に期間中の蓄積を加え,

期首資産･負債の期間中の評価額変動を再評価

勘定で調整すると期末資産･負債になるという

ことである｡

期首負債(75行-79行, 81行の1列-3列)

には期間中の負債純増(72列-74列)を加え,

期首負債の評価額変動(82列, 83列)を加えれ

は,期末負債(75行-79行,81行の85列-87列)

となる｡その際,請求権の種類別に加算をしな



54 横浜経営研究 第Ⅱ巻 第1号(1981)

ければならないが,通貨および預金の再評価は

存在しないことに注意すべきである｡現金通貨

の価格つまり額面や,預金の残高は,手を加え

ない限りほ変動しない,つまり評価額の変動は

無いのである｡宇目金利子ほ評価額変動でほなく

期間中の財産所得になる｡表を見れば分かる

ように, 82列ほ証券類の再評価, 83列はその他

の負債の再評価である｡

期首正味資産(75行-79行, 81行の4列)に

紘,貯蓄(75行-79行, 51列-55列)と資本移

蘇(71列)を加え,海外部門の正味資産にほ以

上のほか80列の対外純債務純増(表13の場合は

1となっている｡)を加えた上で,再評価調整

(84列)を行うと,期末正味資産(88列)になる｡

期首金融資産(1行-3行)に付加すべきも

のは72行-74行の金融資産純増と82行, 83行の

再評価である｡この場合も当然ながら通貨･預

金の再評価ほ存在しない｡

期首純有形資産(4行)にほ, 69行, 70行の

産業の資本形成等を加え, 60行と65-68行の非

営利部門資本形成を加え,固定資本減耗引当

(31行, 75列-79列)を控除した上で84行の再

評価を行えば,期末純有形資産となる｡

新SNA完全体系の鳥撤ほこれで終了した｡

しかし個々の取引項目のより詳細な内容の検

討,制度部門･活動部門を構成すべき経済単位

の具体的な例示と分類基準の解明,産業連関や

金融資産取引の論理的な扱いにまで至る余裕ほ

なかった｡次の課題としたい｡
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